H24（2012）年7月からスタート

在留管理制度

Q&A



参考：　http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_1/q-and-a.html
ざっくり全般編 ─ Question ─
Q1：

新たな在留管理制度とはどのような制度ですか。また，新しい制度はいつから始まりますか。
Q2：

新たな在留管理制度の開始日は，いつ頃決まるのですか。
Q3：

新たな在留管理制度の対象となる中長期在留者とはどのような人ですか。
Q4：

外国籍の子供が日本で出生した時に，どの時点から新たな在留管理制度の対象となりますか。また，日本国籍を喪失した人の場合はどうですか。
Q5：

新たな在留管理制度が始まると便利になることは何ですか。
Q6：

セキュリティ対策など在留外国人の個人情報の保護に問題はありませんか。
じっくり詳細編 ─ Question ─

在留カード関係

Q1-1：

在留カードとは何ですか。
Q1-2：

在留カードにはどのような情報が記載されますか。
Q1-3：

在留カードにはICチップが付くそうですが，ICチップにはどのような情報が記録されますか。
Q1-4：

在留カードのICチップには指紋情報も記録されますか。
Q1-5：

在留カードの有効期間はいつまでですか。
Q1-6：

いつから在留カードをもらえますか。
Q1-7：

在留カードはすべての空海港で交付されるのですか。
Q1-8：

これまで旅券に貼られていた証印シールはなくなるのですか。
Q1-9：

現在持っている外国人登録証明書はすぐに在留カードに換える必要はありますか。
Q1-10：

新たな在留管理制度の導入後も，一定の期間，外国人登録証明書が在留カードとみなされるとのことですが，その期間が満了する前に在留カードに換えたいのですが，どのようにしたらよいですか。
Q1-11：

在留カードは常に携帯していなければいけませんか。また，携帯していない場合にどのような問題（罰則）がありますか。
Q1-12：

パスポートを携帯していれば在留カードは携帯していなくても大丈夫ですか。
Q1-13：

子供も在留カードを常に携帯していなければいけませんか。
Q1-14：

新たな在留管理制度が導入された後も，直ちに在留カードに換える必要がないとのことですが，外国人登録証明書は持っている必要はありますか。
Q1-15：

在留カードをなくしてしまいました。どうすればよいですか。また，汚してしまった場合はどうすればよいですか。
各種届出関係 

Q1-16：

どのようなときに届出をしなければならないのですか。また，それらの届出先はどこですか。
Q1-17：

必要な届出をしなかったり，うその届出をした場合，どのような罰則等がありますか。
Q1-18：

新たな在留管理制度により設けられる本人からの届出（Q1-15参照）は，自分でしなければならないのですか。
Q1-19：

在留期間更新許可申請等については，現在，受入れ機関や行政書士などが本人に代わって書類を提出する申請取次制度がありますが，これは新たな在留管理制度の導入後も変わりませんか。
Q1-20：

第三者が，本人に代わって在留カードを提出したり受領する場合，在留カードの携帯義務に違反することにはならないのですか。
Q1-21：

住居地の近くに地方入国管理局等がありません。就労先の変更等の場合に必ず出頭しなければいけませんか。
所属機関による届出関係

Q1-22：

教育機関等の外国人の所属機関はその外国人に関する情報を入国管理局に届け出る必要があるのですか。
Q1-23：

届出をする所属機関にはどのようなものがあり，どのような情報を届け出ることになるのですか。また，届け出なかった場合は罰せられることはありますか。
Q1-24：

近くに地方入国管理局等がありません。届出のために必ず地方入国管理局等に出向く必要はありますか。
在留資格の取消し等 

Q1-25：

どのような場合に新たに在留資格の取消しがなされることになりますか。
Q1-26：

配偶者の身分を有する者としての活動を行わないで在留していることについて，正当な理由があると認められるのは，どのような場合ですか。
Q1-27：

配偶者の身分を有する者としての活動を行っていない場合で，在留資格の変更申請が認められるのは，どのような場合ですか。
Q1-28：

住居地の届出をしないことについて「正当な理由」がある場合とは，どのような場合ですか。
退去強制事由

Q1-29：

新たに退去強制事由に加わるのはどのようなものですか。
罰則

Q1-30：

新たな在留管理制度に関して，新たに罰則に加わるのはどのようなものですか。
在留期間の伸長

Q1-31：

最長の在留期間は5年になるのですか。どのような在留資格が5年の在留期間に伸長されるのですか。
みなし再入国許可制度

Q1-32：

これまでのように逐一地方入国管理局等で再入国の許可をとらなくてもいいと聞きました。再入国許可制度の見直しの内容は何ですか。
Q1-33：

再入国の許可はどのような場合にとる必要がありますか。再入国許可の有効期間は何年ですか。
Q1-34：

再入国許可を受けずに，みなし再入国許可により出国した場合，在外の日本大使館等で，再入国の許可の期間を延長することはできますか。


ざっくり全般編 ─ Answer ─

Q1：

新たな在留管理制度とはどのような制度ですか。また，新しい制度はいつから始まりますか。

A.

新たな在留管理制度は，適法な在留資格をもって我が国に中長期間に在留する外国人を対象として，法務大臣が在留管理に必要な情報を継続的に把握する制度の構築を図ろうとするものです。対象者には，氏名等の基本的身分事項や在留資格，在留期間が記載され，顔写真が貼付された在留カード（Q1-1参照）が交付されます。

新制度の導入により在留管理に必要な情報をこれまで以上に正確に把握できるようになりますので，在留期間の上限をこれまでの3年から最長5年とすることや（Q1-31参照），出国の日から１年以内に再入国する場合の再入国許可手続を原則として不要とするみなし再入国許可制度（Q1-32参照）の導入など適法に在留する外国人の方々に対する利便性を向上する措置が可能になります。

なお，新たな在留管理制度の導入に伴って外国人登録制度は廃止されることになります。

この新たな在留管理制度は，平成24年（2012年）7月（施行日は政令で定めます。）から施行されます。

▲ ページトップへ
Q2：

新たな在留管理制度の開始日は，いつ頃決まるのですか。

A.

在留カードの事前申請が平成24年（2012年）１月頃から開始予定であり，また，関係省庁と連携して検討を行ったり，電算システムの開発も行う必要があることから，平成23年（2011年）秋頃に決定する見込みです。

▲ ページトップへ
Q3：

新たな在留管理制度の対象となる中長期在留者とはどのような人ですか。

A.

新たな在留管理制度の対象となるのは，入管法上の在留資格をもって我が国に中長期間在留する外国人で，具体的には次の1～6のいずれにも当てはまらない人です。例えば，観光目的で日本に短期間滞在する外国人の方は新たな在留管理制度の対象外となります。

1. 3月以下の在留期間が決定された人

2. 短期滞在の在留資格が決定された人

3. 外交又は公用の在留資格が決定された人

4. これらの外国人に準ずるものとして法務省令で定める人

5. 特別永住者

6. 在留資格を有しない人

▲ ページトップへ
Q4：

外国籍の子供が日本で出生した時に，どの時点から新たな在留管理制度の対象となりますか。また，日本国籍を喪失した人の場合はどうですか。

A.

出生や日本国籍の喪失等で上陸の手続を経ることなく我が国に在留することとなる外国人で，当該事由が生じた日から６０日を超えて我が国に在留しようとする方は，当該事由が生じた日から３０日以内に地方入国管理局等において在留資格の取得を申請する必要があります。この在留資格の取得の許可を受け，中長期在留者となった時点から，新たな在留管理制度の対象となります。

なお，出生届等によって既に住民票が作成されている外国人の方が，在留資格の取得の申請の際，法務大臣に，住民票の写し等を提出したときには，在留資格の取得の許可があった時に，住居地の届出があったものとみなすことにしていますので，再度市区町村に住居地の届出をする必要はありません。

▲ ページトップへ
Q5：

新たな在留管理制度が始まると便利になることは何ですか。

A.

まず，適法に中長期間在留する外国人の在留情報を正確かつ継続的に把握できるようになることにより，

1. 在留期間の上限を引き上げること（最長3年→最長5年）（Q1-31参照）

2. 出国の日から1年以内に再入国する場合の再入国許可手続を原則として不要とする措置（みなし再入国許可制度:Q1-32参照）

を講じることが可能になりますので，各種の許可手続のために書類をそろえたり，入国管理局を訪れるという負担が大幅に緩和されることになります。

また，外国人登録法においては，外国人がどのような在留資格を有しているかにかかわらず，ほぼ一律に一定の情報の届出義務を課していましたが，今回の改正により，外国人の在留資格に応じ，真に必要な情報についてのみ届出義務を課す（Q1-16参照）こととなりましたので，この面における負担も緩和されます。

なお，今回の改正に併せて，住民基本台帳制度の対象に外国人住民が加えられることとなりますが，これらの改正により，市町村が住民行政の基盤として日本人住民と同様に外国人住民の正確な情報を把握し，各種行政サービスの適切な提供に利用できるようになります。

▲ ページトップへ
Q6：

セキュリティ対策など在留外国人の個人情報の保護に問題はありませんか。

A.

在留外国人の個人情報の流出・漏洩があってはならないと考えておりますので，これまで以上に個人情報の保護に留意してシステム構築を行っていくこととしています。

▲ ページトップへ
じっくり詳細編 ─ Answer ─

Q1-1：

在留カードとは何ですか。

A.

新たな在留管理制度の導入に伴って交付される在留カードは，我が国に中長期間在留する外国人に対し，上陸許可や，在留資格の変更許可，在留期間の更新許可等在留に係る許可に伴って交付されるものです。在留カードには，顔写真のほか氏名，国籍等，生年月日，性別，在留資格，在留期限，就労の可否などの情報が記載されます（Q1-2参照）。

▲ ページトップへ
Q1-2：

在留カードにはどのような情報が記載されますか。

A.

写真が表示されるほか，以下のような情報が記載されることとなります。

1. 氏名，生年月日，性別及び国籍の属する国又は入管法第2条第5号ロに規定する地域

2. 住居地（本邦における主たる住居の所在地）

3. 在留資格，在留期間及び在留期間の満了の日

4. 許可の種類及び年月日

5. 在留カードの番号，交付年月日及び有効期間の満了の日

6. 就労制限の有無

7. 資格外活動許可を受けているときはその旨

▲ ページトップへ
Q1-3：

在留カードにはICチップが付くそうですが，ICチップにはどのような情報が記録されますか。

A.

在留カードの券面に記載された事項の全部又は一部が記録されます。それ以外の情報がICチップに記録されることはありません。

▲ ページトップへ
Q1-4：

在留カードのICチップには指紋情報も記録されますか。

A.

ICチップに指紋情報は記録されません。

▲ ページトップへ
Q1-5：

在留カードの有効期間はいつまでですか。

A.

在留カードの有効期間は，16歳以上の永住者の方については交付日から7年，16歳以上の永住者以外の方については，在留期間の満了の日までとなります。

16歳未満の永住者の方については，16歳の誕生日が在留カードの有効期限となり，その前に在留カードの更新申請をする必要があります。

16歳未満の永住者以外の方については，在留期間の満了日か16歳の誕生日の早い方が有効期間となり，16歳の誕生日が先に到来する場合には，その前に在留カードの更新申請をする必要があります。

▲ ページトップへ
Q1-6：

いつから在留カードをもらえますか。

A.

新たな在留管理制度については，平成24年（2012年）7月（施行日は政令で定めます。）に施行されますので，施行後に新たに我が国に入国された方及び施行後に在留期間更新許可，在留資格変更許可等の在留に係る許可を受けた方等に対して順次在留カードが交付されることとなります。永住者の方については，改正入管法の施行後3年以内（16歳未満の方は，3年又は16歳の誕生日のいずれか早い日まで）に在留カードの交付申請をすることが必要です。

なお，改正入管法が公布された平成21年（2009年）7月15日から2年6月以内の政令で定める日（具体的には，平成24年（2012年）1月頃を予定しています。）から，希望される方には在留カードの交付の予約受付を開始することも検討しています。この場合でも，実際の在留カードの交付は新たな在留管理制度導入後となります。

▲ ページトップへ
Q1-7：

在留カードはすべての空海港で交付されるのですか。

A.

原則として，中長期在留者の方が上陸した空海港において，上陸許可に伴い，在留カードを交付することを予定していますが，在留カードの発行体制が整備できない空海港から入国した外国人の方については，暫定的な措置として，その方が市町村に住居地の届出を行った後，その住居地宛てに在留カードを郵送するという取扱いを検討しています。

また，改正入管法の施行前から本邦に在留している外国人の方については，現在持っている外国人登録証明書と引換えに地方入管局で在留カードを交付することになります。

▲ ページトップへ
Q1-8：

これまで旅券に貼られていた証印シールはなくなるのですか。

A.

空海港における上陸許可の場合は，これまでどおり旅券等に上陸許可の証印（証印シールの貼付）を行います。これは，在留カードが交付される場合も，交付されない場合も変わりません。

在留資格の変更許可等の在留に係る許可を行う場合は，当該外国人が，当該許可後，新たな在留管理制度の対象である中長期在留者となるときは，旅券等への証印（証印シールの貼付）は行われません。このときは，新たな在留資格・在留期間が記載された在留カードを交付します。これに対し，当該外国人が，短期滞在者など中長期在留者以外の方であるときは，在留カードは交付されず，これまでどおり旅券等に証印が行われることになります。

▲ ページトップへ
Q1-9：

現在持っている外国人登録証明書はすぐに在留カードに換える必要はありますか。

A.

新たな在留管理制度導入後，直ちに在留カードに換える必要はありません（もっとも，希望する場合には換えることができます。）。改正入管法の施行期日（平成24年（2012年）7月（施行日は政令で定めます。））の時点において，新たな在留管理制度の対象者の方が外国人登録証明書を所持しているときは，一定の期間は，その外国人登録証明書を在留カードとみなすこととなります。

永住者以外の方については，基本的に制度導入後の在留期間更新等の手続の際に在留カードを交付することとなります。永住者の方については，新たな在留管理制度導入後，3年以内（16歳未満の方は，3年又は16歳の誕生日のいずれか早い日まで）に在留カードの交付を申請することが必要です。

▲ ページトップへ
Q1-10：

新たな在留管理制度の導入後も，一定の期間，外国人登録証明書が在留カードとみなされるとのことですが，その期間が満了する前に在留カードに換えたいのですが，どのようにしたらよいですか。

A.

新たな在留管理制度の導入の際，既に我が国に在留している中長期在留者の方については，施行後自ら希望して地方入国管理局へ申請すれば，在留カードへの切替えができます。

▲ ページトップへ
Q1-11：

在留カードは常に携帯していなければいけませんか。また，携帯していない場合にどのような問題（罰則）がありますか。

A.

在留カードは常時携帯することが必要で，入国審査官，入国警備官，警察官等から提示を求められた場合には，提示する必要があります。

在留カードを携帯していなかった場合や，提示に応じなかった場合には，罰則が科せられることがあります。

▲ ページトップへ
Q1-12：

パスポートを携帯していれば在留カードは携帯していなくても大丈夫ですか。

A.

パスポートを携帯しているかどうかにかかわらず，在留カードは常時携帯することが必要です。

▲ ページトップへ
Q1-13：

子供も在留カードを常に携帯していなければいけませんか。

A.

16歳未満の方については，在留カードの常時携帯義務が免除されていますので，在留カードを常時携帯する必要はありません。

▲ ページトップへ
Q1-14：

新たな在留管理制度が導入された後も，直ちに在留カードに換える必要がないとのことですが，外国人登録証明書は持っている必要はありますか。

A.

新たな在留管理制度の対象となる方がお持ちの外国人登録証明書は，改正入管法の施行の時点において，施行日から起算して３年を経過する日又は在留期間の満了日のいずれか早い日まで（永住者の方は施行日から３年以内。ただし，16歳未満の永住者の方は，3年又は16歳の誕生日のいずれか早い日まで），在留カードとみなされることとなりますので，在留カードと同様に常時携帯義務があります。なお，新たな在留管理制度の対象とならない方については，同制度導入後は，外国人登録証明書を携帯する必要はありませんが，旅券などを携帯する必要があります。

▲ ページトップへ
Q1-15：

在留カードをなくしてしまいました。どうすればよいですか。また，汚してしまった場合はどうすればよいですか。

A.

在留カードを紛失したり汚してしまった場合には，最寄りの地方入国管理局等で手続をすることになります。手続終了後，新しい在留カードが交付されます。

なお，汚してしまった場合などでなくても，在留カードの交換を希望する場合には，最寄りの地方入国管理局等で手続をすることになります。その場合には，実費相当の手数料を負担することになります。手数料の額は，今後政令で定めることとなります。

▲ ページトップへ
Q1-16：

どのようなときに届出をしなければならないのですか。また，それらの届出先はどこですか。

A.

次の１から３の場合には，変更があった日から14日以内に最寄りの地方入国管理局・支局・出張所に届け出る必要があります。

1. 氏名，国籍，生年月日，性別に変更があった場合

2. 所属機関に変更があった場合

在留資格「技術」，「留学」など，所属機関の存在が在留資格の基礎となっている方の場合には，地方入国管理局等に届け出ることになります。ただし，「芸術」，「宗教」，及び「報道」の在留資格を有する方については，必ずしも所属機関の存在が在留資格の基礎とはなっておらず，在留管理上の問題が生じているものでもないことから，対象となっていません。また，「日本人の配偶者等」等の身分・地位に基づく在留資格を有する方は，所属機関の変更を届け出る必要はありません。 

＊ 届出をする必要があるのは，雇用契約等の契約の相手方である所属機関の変更のときですので，例えば，同一の所属機関内の転勤については，届出をする必要はありません。

3. 配偶者との離婚等の場合

「日本人の配偶者等」，「永住者の配偶者等」，「家族滞在」，「特定活動」の在留資格をもって在留されている方のうち，配偶者としての身分が在留資格の基礎になっている方の場合のみ，離婚，死別のときに地方入国管理局等に届け出る必要があります。

＊「定住者」の在留資格をもって在留されている方については，離婚等をした場合について届出をする必要はありません。

以下の場合には，お住まいの市区町村に届け出る必要があります。

· 住居地を新たに定めた場合及び住居地に変更があった場合 

中長期在留者の方が新規に我が国に入国した後，住居地を定めた日から14日以内に住居地の市区町村で住居地を届け出る必要があります。また，その後，住居地を移転した場合も同様です。 

届出方法の詳細についてはこれから決めていきますが，外国人登録制度においては認められなかった任意代理人や使者等についても認めることを予定しています。

＊ 出生届等によって既に住民票が作成されている外国人の方が，在留資格の取得の申請の際，法務大臣に，住民票の写し等を提出したときには，在留資格の取得の許可があった時に，住居地の届出があったものとみなすことにしていますので，再度市区町村に住居地の届出をする必要はありません。

▲ ページトップへ
Q1-17：

必要な届出をしなかったり，うその届出をした場合，どのような罰則等がありますか。

A.

届出をしなかった場合には20万円以下の罰金に，虚偽届出は1年以下の懲役又は20万円以下の罰金に処せられるほか，住居地の届出をしなかったり虚偽届出をした場合には，在留資格の取消し事由にも当たる場合があります。（第22条の4参照）

▲ ページトップへ
Q1-18：

新たな在留管理制度により設けられる本人からの届出（Q1-16参照）は，自分でしなければならないのですか。

A.

これらの届出は，原則として，外国人が自ら出頭して行う必要がありますが，改正入管法は，自ら出頭して行うことを要しない場合として，当該外国人と同居している親族等が行うことができることを規定しています。また，これ以外にも，本人が出頭を要しない場合を法務省令で定める予定です。

▲ ページトップへ
Q1-19：

在留期間更新許可申請等については，現在，受入れ機関や行政書士などが本人に代わって書類を提出する申請取次制度がありますが，これは新たな在留管理制度の導入後も変わりませんか。

A.

在留期間更新許可申請等について，原則として自ら地方入国管理局に出頭して行うことは従来と変わりません。なお，自ら出頭して行うことを要しないこととする場合については，従来の取扱いを踏まえつつ，法務省令で定める予定です。

▲ ページトップへ
Q1-20：

第三者が，本人に代わって在留カードを提出したり受領する場合，在留カードの携帯義務に違反することにはならないのですか。

A.

法令で，第三者が，本人に代わって在留カードを提出，受領することを定めているので，携帯義務違反にはなりません。

▲ ページトップへ
Q1-21：

住居地の近くに地方入国管理局等がありません。就労先の変更等の場合に必ず出頭しなければいけませんか。

A.

所属機関の変更届出や配偶者との離婚等の届出については，地方入国管理局等に対して行う必要がありますが，本人に代わって代理人によることが可能です。また，在留カードの交付を伴うものではないため，届出方法についても，郵送など外国人の方に大きな負担とならないような方法とすることなども検討しています。

▲ ページトップへ
Q1-22：

教育機関等の外国人の所属機関はその外国人に関する情報を入国管理局に届け出る必要があるのですか。

A.

現在も教育機関等から必要な情報を届け出てもらうこととしており，改正法の規定は，これを明文化したものです。外国人の所属機関に必要な情報を届け出てもらうことは，これを外国人が届け出た情報と照合し，分析することによって，その正確性を確保し，公正な在留管理を行おうとする観点から重要であると考えておりますので，出来る限り，ご協力いただきたいと考えています。

▲ ページトップへ
Q1-23：

届出をする所属機関にはどのようなものがあり，どのような情報を届け出ることになるのですか。また，届け出なかった場合は罰せられることはありますか。

A.

届出にご協力いただきたい所属機関や届出内容の詳細については，今後法務省令で定めることになりますが，現時点で予定しているものとして，例えば，留学生を受け入れている大学や日本語学校など外国人に教育を行う機関から，外国人の身分事項や不入学，退学，除籍，所在不明及び在籍の事実を届け出ることなどがあります。

届出がない場合であっても，罰せられることはありませんが，所属している外国人の方々の在留期間更新等の許可申請時に事実関係の確認を行うなど審査を慎重に行うことがあります。

▲ ページトップへ
Q1-24：

近くに地方入国管理局等がありません。届出のために必ず地方入国管理局等に出向く必要はありますか。

A.

所属機関からの届出は，届出を行う所属機関の所在地を管轄する地方入国管理局に対して行うこととなりますが，届出に当たっては，所属機関に過度の負担をかけることを避ける必要があると考えていますので，所属機関の職員等が地方入国管理局に赴かなくとも届出ができる方法について，従来の取扱いも踏まえつつ，現在，検討を行っているところです。

▲ ページトップへ
Q1-25：

どのような場合に新たに在留資格の取消しがなされることになりますか。

A.

今回新設した在留資格取消し事由は，①偽りその他不正の手段により在留特別許可を受けたこと，②配偶者の身分を有する者としての活動を継続して6月以上行わないで在留すること（正当な理由のある場合を除く）及び③上陸後又は届け出た住居地から退去後90日以内に住居地の届出をしないこと（正当な理由のある場合を除く）や虚偽の住居地の届出をしたことの3つです。

▲ ページトップへ
Q1-26：

配偶者の身分を有する者としての活動を行わないで在留していることについて，正当な理由があると認められるのは，どのような場合ですか。

A.

配偶者としての身分を有する者としての活動は認められなくても，子の親権を巡って調停中の場合や日本人配偶者が有責であることなどを争って離婚訴訟中の場合などが該当すると考えられます。

▲ ページトップへ
Q1-27：

配偶者の身分を有する者としての活動を行っていない場合で，在留資格の変更申請が認められるのは，どのような場合ですか。

A.

典型的な例としては，配偶者からの暴力による被害者（いわゆるＤＶ被害者）が日本国籍を有する実子を監護・養育しているような場合等に，定住者への在留資格の変更が認められることが想定されます。

▲ ページトップへ
Q1-28：

住居地の届出をしないことについて「正当な理由」がある場合とは，どのような場合ですか。

A.

例えば，勤めていた会社が急に倒産して住居を失った場合や，長期にわたり入院したため住居地の変更を届け出なかった場合などのほか，ＤＶ被害者が加害者に所在を知られないようにするため，住居地の変更を届け出なかった場合は，通常は「正当な理由」がある場合として，在留資格の取消しを行わないこととなります。

▲ ページトップへ
Q1-29：

新たに退去強制事由に加わるのはどのようなものですか。

A.

新たな退去強制事由として，次のものが加わります。

1. 在留カード及び特別永住者証明書の偽変造等の行為をしたこと

2. 新たな在留管理制度に係る各種虚偽届出や申請義務等の違反により懲役に処せられたこと

▲ ページトップへ
Q1-30：

新たな在留管理制度に関して，新たに罰則に加わるのはどのようなものですか。

A.

新たな在留管理制度の導入に伴い，以下のような罰則が設けられています。

1. 不法就労助長罪の見直し

2. 在留カードの偽変造等の行為に係る罰則

3. 中長期在留者の各種届出等に関する虚偽届出等や届出等義務違反，在留カードの受領・携帯・提示義務違反（外国人登録法上の罰則を再構成したもの）

▲ ページトップへ
Q1-31：

最長の在留期間は5年になるのですか。どのような在留資格が5年の在留期間に伸長されるのですか。

A.

各在留資格に応じた新たな在留期間については法務省令で定めることとなりますので，今後詳細について検討の上，法務省令を改正することとなりますが，基本的に，「3年」の在留期間を定めている在留資格について，「5年」の在留期間を定めることを考えています。

また，「留学」の在留資格についても，大学等における教育期間を考慮し，最長の在留期間を現在の｢2年3月」から「4年3月」とすることを考えています。

▲ ページトップへ
Q1-32：

これまでのように逐一地方入国管理局等で再入国の許可をとらなくてもいいと聞きました。再入国許可制度の見直しの内容は何ですか。

A.

有効な旅券及び在留カード（特別永住者については特別永住者証明書）を所持する外国人で出国の日から1年（特別永住者は2年）以内に再入国する場合には，原則として再入国許可を受ける必要はなくなります。ただし，在留期間の満了日が出国の日から1年を経過する前に到来する場合には，在留期間の満了日までとなります。

なお，例外的に再入国の許可を要する場合については，今後法務省令で定める予定です。1年（特別永住者は2年）の期間を超えて再入国する予定の方は，これまでどおり再入国許可が必要となります。

▲ ページトップへ
Q1-33：

再入国の許可はどのような場合にとる必要がありますか。再入国許可の有効期間は何年ですか。

A.

例えば1年（特別永住者は2年）の期間を超えて出国する予定がある方は，これまでどおり再入国許可を受けて出国する必要があります。また，その場合の再入国許可の有効期間は，5年（特別永住者は6年）です。

その他，再入国の許可を受ける必要がある場合については，今後法務省令で定める予定です。

▲ ページトップへ
Q1-34：

再入国許可を受けずに，みなし再入国許可により出国した場合，在外の日本大使館等で，再入国の許可の期間を延長することはできますか。

A.

みなし再入国許可により出国した場合，その有効期間を海外で延長することはできません。出国の期間が1年（特別永住者は2年）を超えたときは在留資格が失われることとなります。出国している期間が1年（特別永住者は2年）を超えることが予想される場合は，これまでどおり再入国許可を受けて出国する必要があります。

なお，この点については，みなし再入国許可の制度の仕組みについて周知を図るなど運用に混乱が生じないようにすることを検討しています。

